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本年８月より、介護保険における補足給付（施設、短期入所を

利用する低所得者（住民税非課税世帯）の居住費、食費に対する

負担軽減制度）の見直しが予定されています。見直しは第１に、

所得区分「第３段階」を年収 120 万円で「第３段階①」と「第３段

階②」に分割、「第３段階②」について、食費の負担額を施設入所

者の場合で毎月２万 2,000 円引き上げます。見直しの第２は、資産

要件について、現在の預貯金等の基準一律 1,000 万円を、所得区分

に応じて 500 万円から 650 万円まで引き下げます。 

新潟市内のある特別養護老人ホームでは、現在の入居者 100 名の

うち、「第３段階」の方が 51 名でした。施設では、年収は把握して

いませんので、このうち何名が「第３段階②」に該当するか不明

ですが、半数ほどの方が該当するものと考えられます。また、資

産要件によって補足給付の対象から外れる方も出てきます。補足

給付から外れた場合、居住費と合わせて月額４万 4,000 円ほどの負

担増となる方も発生します。 

この見直しによって、食費の負担が困難になったり、施設への

入所や短期入所の利用を継続することができなくなる深刻な事態

が生じることは明らかです。補足給付は、本人、世帯とも市町村

民税非課税の場合に対象となります。低所得者の負担を引き上げ

る、しかもそれを、国民全体が様々な困難を強いられているコロ

ナ禍の下で実施する今回の補足給付の見直しは中止、凍結するべ

きです。さらに重大なことに、この見直しに該当し、負担増の当

事者となる施設入所者、短期入所利用者及び家族に対し、幾ら負

担が増えるのかといった周知がまだほとんど行われていません。

負担増になることすら知らない方も少なくありません。10 月以降

に利用料の請求が行き、初めて負担増を知るということすら起こ

りかねない状況です。 

以上より、介護保険における補足給付の見直しを中止、凍結す

るよう政府に対し意見書を提出することを求め陳情いたします。 
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